
個別健康教育

集団健康教育

基本健康診査

健康度評価（※）

歯周疾患検診 医政局

骨粗鬆症検診 健康局

肝炎ｳｲﾙｽ検診 健康局

健康局

【市町村→６５歳以上の地域住民】
地域支援事業（生活機能評価が追加）

（介護保険法）
老健局

【医療保険者、広域連合→被保険者、被扶養者】
保健事業

（各医療保険法、高齢者医療確保法）
保険局

【事業主→従業者】
事業主健診

（労働安全衛生法）
労働基準局

【市町村→地域住民】
生活習慣相談等

（健康増進法第１７条）
健康局

（※）平成１８年度から、６５歳以上は老人保健事業としては実施していない（介護予防に資する観点から介護予防事業において実施は可）。

（注）概念を整理したものであり、事業の名称や内容が必ずしもそのまま移行するものではない。

【市町村】
生活習慣相談等

（健康増進法第１７条）

【市町村】
地域支援事業
（介護保険法）

【市町村→地域住民】
健康増進事業

（健康増進法第１９条の２）
※被保護者への健診を含む。

【医療保険者】
保健事業

（各医療保険法）

【事業主】
事業主健診

（労働安全衛生法）

老
人
保
健
事
業
【

市
町
村
】

【市町村】
がん検診

健康局

健康相談（※）

機能訓練（※）

訪問指導（※）

【医療保険者→被保険者、被扶養者】
特定健診・特定保健指導
（高齢者医療確保法）

保険局
健康教育
（※）

健康手帳

健　診

【市町村→地域住民】
生活習慣相談等

（健康増進法第１７条）

現行制度 平成２０年度以降

特定健診とみなせる

広域連合は
市町村へ委託可能

生活習慣病予防に着目した
健診・保健指導

介護予防の観点

健診等受診者の利

便性等を考慮し、

可能な限り一体的

に実施できるよう

関係者間で調整

平成２０年度以降の保健事業の取扱いについて


